
太陽地球環境研究所の現状

2010年11月12日
創立20周年記念シンポジウム 第2日目 「太陽地球環境研究所の研究活動」



1985年10月 学術会議STP専門委員会STPセンター作業委員会で、名古屋

大学空電研究所のSTP全国共同利用研究所への改組の要請がと

りまとめられた。

1987年 6月 名古屋大学学長を委員長とする「空電研究所改組検討委員会」の

設置を名古屋大学評議会が承認。

1988 年 7月 空電研究所の第3部門および太陽電波世界資料解析センター

（教授１、助教授１、助手２，技官１）が国立天文台へ移管。

太陽地球環境研究所の20年

1949年 5月 名古屋大学の附置研究所として空電研究所が設立された。

設立当初の空電研（豊川）



1995年 4月 共同観測情報センターが発足。

2001年 4月 名古屋大学大学院環境学研究科設立のため大気圏環境部門の

一部（教授１，助教授２、助手１）が転出。

2004年 4月 国立大学法人名古屋大学が発足。共同観測情報センターを改組

してジオスペース研究センターを設置。

2006年 3月 太陽地球環境研究所が、東山キャンパスに統合移転。一部の部

門を除いて、共同教育研究施設1号館 (旧核融合研跡地) へ移転。

豊川地区は分室となる。

2009年 6月 文部科学省から、共同利用・共同研究拠点に認定された。（期間

は2010年4月-2016年3月）。

豊川本館 宇宙線ドーム

1990 年 6月 空電研究所と理学部附属宇宙線望遠鏡研究施設とを廃止・統合し

て、名古屋大学太陽地球環境研究所 (全国共同利用) が発足。



太陽地球環境研究所の組織

所長

副所長

第3部門 太陽圏環境部門

第1部門 大気圏環境部門

第4部門 総合解析部門

マネジメント部

プロジェクト推進部

母子里観測所
陸別観測所
富士観測所
鹿児島観測所

総務課

経理課

第2部門 電磁気圏環境部門

研究所事務部

技術職員：9名

常勤教員： 28名(30)
特任助教： 1名
ポスドク： 10名
外国人客員：2名

研究部門

技術部

ジオスペース
研究センター



太陽地球環境研究所の運営機構

教育委員会

予算員会

共同利用所内委員会

専門委員会
大気圏環境
電磁気圏環境
太陽圏環境
総合解析

各種所内委員会

教授会

共同利用委員会
所長

副所長

運営協議会 ジオスペース研究セ
ンター運営委員会

総合観測委員会



建物 東山キャンパス内

2006-2007年 東山キャンパスに統合移転。

共同教育研究施設1号館 (旧核融合研跡地) へ移転。

共同教育研究施設1号館 ドームとその周辺（宇宙線研究室）

太陽地球環境研究所，エコトピア科学研究所，環境医学研究所，地球水

循環研究センター，年代測定総合研究センター等の一大複合研究拠点。

第一期（2011年） STE研を中心とした建物の改築

2011年－ 建物改築の概算要求が進みつつある。

旧核融合研跡地の再開発と研究所群をまとめる計画。



中期目標 中期計画

第 １期
(H16
‐21年)

（学術研究体制の整備）

・高度な学術研究の成果を
挙げるための組織と環境を
整備する。

・全国共同利用の附置研究所・センター
等に関しては、他大学等との連携による
共同研究を推進し、全国に開かれた研究
拠点としての役割をさらに発展させる。

・全学的な大型研究設備の整備・充実を
図る。

・学部・研究科・附置研究所・センター等
の研究実施体制を継続的に見直し、必要
に応じて弾力的に組織の統合・再編、新
組織の創設を進める。

第 ２期
(H22
‐27年)

・本学の「研究推進計画」に
基づき、国際水準の研究を
推進する。

・共同利用・共同研究拠点を含む研究所・
センター等の機能と活動を充実させる。

名古屋大学の中期目標と中期計画における太陽地球環境研究所



名古屋大学太陽地球環境研究所のミッション

1)「生命を育む地球」と「21世紀の人
類が活動を展開していく宇宙空
間」を、共に人類の環境と捉え、
先導的に世界最先端のレベルで
太陽地球系の構造と変動の研究
を行う．

2) 太陽地球系科学全域をカバーす
る唯一の共同利用・共同研究拠
点としての役割を果す．

3) 国際大型研究計画をリーダー
シップを持って推進する．

現在、SCOSTEPの国際協同計画
CAWSESII「太陽地球系の天気と
気候」（2009-2013）を推進．

宇宙科学と地球
科学をブリッジ

太陽地球環境
研究所
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宇宙・惑星
への進展

地球生命圏
への展開



共同利用・共同研究（平成22年度）

区分 件数 （人数） 金額 千円

共同研究 70   (206) 3,800

研究集会 39 (～1500) 11,000

データベース 12     (52) 3,700

計算機 31     (73) 4,600

地上ネットワーク
観測共同利用

17        (147) 15,000

合計 38,100

研究集会



大型共同研究（平成22年度）
研究代表 所属機関 研究課題名 配分額

宗像一起
（重点）

信州大学 全地球的宇宙線観測ネットワークによ
る宇宙嵐前兆現象の精密観測

4,980千円

巻田 和男 拓殖大学 南米磁気異常帯における超高層大気
現象の研究

670千円

大矢 浩代 千葉大学 東南アジアVLF/LF帯電磁波観測ネット

ワークシステムを用いた中低緯度帯
下部電離圏変動の研究

620千円

尾花 由紀 大阪電気通
信大学

磁力線共鳴振動高調波と1/4波長

モード波観測のための新しい地磁気
観測網の構築に向けた予備観測研究

730千円

櫻井 敬久 山形大学 北半球高緯度および南半球高高度に
おける大気中宇宙線生成核種Be‐7な
どの濃度変動の観測研究

900千円

全16件 重点 4,980千円 その他 12,000千円



太陽地球環境研究所の分室、観測所

豊川分室



海外観測、地上ネットワーク観測
学術交流協定： 世界の20の大学・研究機関
国際共同研究
外国人客員研究員

世界に広がる研究活動の場



H22年度科学研究費補助金 ()内は新規件数
基盤A 1件(0)、基盤B 12件(5)、基盤C 1件(0)、萌芽 0件(0)
若手A 1件(0)、若手B 5件(1)、特定領域 2件(1)、奨励2件(0)
計 24件(7) 合計106,480千円 教員 1件/人程度

H22年度概算要求 特別経費
○共同利用・共同実施分「太陽極大期における宇宙嵐と大気変動に関する調査研究」

宇宙天気予報に代表される安全・安心な宇宙利用の確保と、太陽活動に起因する地
球環境変動の解明を目指し、国内における当該分野唯一の全国共同利用研究所とし
て、太陽活動極大期における宇宙嵐と大気変動に関する領域横断的な調査研究を実
施する計画。
平成22年度～平成27年度（6年）
H22年度配分 74,994千円

○大学間連携「超高層大気長期変動の全球地上ネットワーク観測・研究」

南北両極域から赤道域までの地上ネットワーク観測基盤を構築し、中性大気・プラ
ズマ領域である超高層大気を地球規模で観測し、観測データのデータベースのメタ
情報を共有・公開する。
平成21年度～平成26年度（6年）
平成22年度配分 14,900千円

連携先：国立極地研究所，九州大学・宙空環境研究センター，京都大学・生存圏研
究所，京都大学・大学院理学研究科，東北大学・理学研究科附属惑星プラズマ・大
気研究センター

太陽地球環境研究所の研究費



特別教育研究経費（平成17‐21年度）
「ジオスペースにおけるエネルギー輸送過程」



特別教育研究経費（拠点形成、成17‐21年度）の成果

太陽地球環境研究所の太陽風
観測アンテナで観測された、太
陽面から吹き出す太陽風の速
度の分布。今回の極小期の太
陽が、特異な状態であることを
発見した。（徳丸らによる米国
地球物理学会誌2009年版の論
文より）



北海道に設置された大型短波レーダー装置で観測された超高層大気の
プラズマの流れ。宇宙嵐に伴って高緯度に侵入するジオスペースの変動
が、従来考えていたよりもより低緯度側まで短波レーダーで観測可能で
あることなどがわかってきた。

特別教育研究経費（拠点形成、成17‐21年度）の成果



特別教育研究経費（拠点形成、成17‐21年度）の成果

人工衛星の故障の原因となる高エネ
ルギー電子の量を予測する宇宙天気
予報システムを開発
理化学研究所との共同研究
中日新聞、2007年9月28日



研究成果の新聞報道

2008年6月3日、読売新聞、中日新聞、日刊工業新聞
MOAグループは各国観測チームとの共同観測で、重力マイクロレン

ズ現象による星の増光現象を観測した結果、これまでで最も小さい惑
星系を発見した。

2008年7月21日、日本経済新聞
東京大学と名古屋大学の共同チームは樹齢約2千年の屋久杉の年

輪中の炭素同位体を手がかりに、過去の温暖・寒冷期の太陽活動の
様子を復元。太陽の状態の変化と、当時の推定気温との関係から
「太陽磁場の変化が気候を左右してきた」ことを見出した。



特別経費（全国共同利用・共同研究実施分）

平成２２年度～平成２７年度（６年）

太陽極大期における宇宙嵐と大気変動に関する調査研究



38 件/年

利用 32 件/年

72 件/年

31 件/年

17 件/年



プロジェクト１：

特異な太陽活動周期における太陽圏3次元構造の変遷と粒子加速の研究

プロジェクトリーダー：徳丸宗利（太陽圏環境部門・教授）

惑星間空間シンチレー
ションによる太陽風装置

高エネルギー
粒子の国際
観測網

長期にわたる無黒点状態で
幕をあけた第２４活動周期。
その太陽圏の変遷と活動現

象の物理を解明。

銀河宇宙線

CME

惑星間空間磁場

衝撃波

磁気ロープ

太陽中性子

粒子加速太陽風

極大期における観測から

太陽圏の大規模構造

太陽風生成機構

宇宙天気擾乱の伝搬

高エネルギー粒子加速
の謎に迫る

SEP



プロジェクト２：

グローバル地上・衛星観測に基づく宇宙プラズマ－電離大気－中性大気結合の研究

プロジェクトリーダー：塩川和夫（電磁気圏環境部門・教授）



過去

未来

UV

放射

光化学反応

微量成分

変動

ミリ波観測
（昼夜連続測定）

＋ライダー温度観測
@ アタカマ，南極／北極

レーザーによる
反応素過程解明

銀河宇宙線

地球環境変動

モデリング

シミュレーション

惑星間空間磁場

モジュレーション

宇宙線

生成核種
14C

10Be

14C年輪解析（過去の太陽活動）
10Be氷柱解析，過去の地球環境

加速器質量分析法（ AMS ）

大気イオン

加速器実験→雲生成モデル
現在の変動の観測と室内実
験によるメカニズムの解明

から過去の太陽活動と地球
環境変動を理解し，モデリン

グによる高精度の未来の変
動予測を可能にする

太陽活動

太陽高エネルギー

粒子
O3, NOx, HOx

N2, O 2 , N, O, CFO

雲生成

宇宙線と大気の

相互作用

プロジェクト３：太陽活動の地球環境への影響の研究

プロジェクトリーダー：増田公明（太陽圏環境部門・准教授）



プロジェクト４： 第2期実証型ジオスペース環境モデリングシステム(GEMSIS‐phase II ):

宇宙嵐に伴う多圏間相互作用と粒子加速の解明に向けて

プロジェクトリーダー：関華奈子（総合解析部門・准教授）



38 件/年

利用 32 件/年

72 件/年

31 件/年

17 件/年



サイエンスセンター機能



サイエンスセンター機能



衛星ハードウエア開発の分野への進出

新しい教員の参加

平原聖文教授[H23年4月着任予定]（電磁気圏環境部門）

地球磁気圏の衛星粒子観測と測器の開発

田島宏康教授[H22年9月着任]（太陽圏環境部門）

高エネルギー粒子の人工衛星検出器の開発

Astro H 衛星

SGDコンプトン
カメラ

ERG衛星

低エネルギー粒子
センサー



データ提供
・共同研究

名古屋大学
太陽地球環境研究所

プラズマ圏
中・高緯度観測

情報・システム研究機構

国立極地研究所
極域

総合観測

九州大学
宙空環境研究センター

プラズマ圏
グローバル観測

京都大学
生存圏研究所

大気圏
レーダ観測

施設・データ提供
全国共同利用

同同

施設・データ提供
全国共同利用

国公私大・研究機関

データ提供
・共同研究

データ共有／統合化
による超高層大気変
動研究の画期的躍進

超高層大気長期変動の全球地上ネットワーク観測・研究

国際データネットワーク

Intermagnet、WDCs, FAGS 等
国公私大・研究機関

京都大学
附属天文台
太陽表面
望遠鏡観測

ULTIMAコンソーシ
アム運営

多点情報交換システム

データ提供
・共同研究 8

メタ情報

メタ情報

メタ情報

メタ情報

メタ情報 メタ情報

メタ情報

超高層大気科学
バーチャル情報拠点



理学研究科素粒子宇宙物理学専攻

宇宙地球物理系 協力講座

工学研究科電子情報システム専攻

電気工学分野

宇宙電磁環境工学（協力）講座

教育活動

年度 2005 2006 2007 2008 2009
前期課程修了者 13 19 11 14 12
後期課程修了・満了者 2 7 0 4 4

就職者数 11 12 7 15 13

就
職
先

民間企業 10 7 8 10 11
公務員 0 1 1 0 0
教員 0 0 0 0 0

大学・研究所 0 0 0 0 2

課程修了者・満了者の就職状況（理学＋工学）



21世紀COE:  太陽・地球・生命圏相互作用系の変動学（H15‐19年度）

生命圏

地球表層圏

太陽・電磁気圏

エ
ネ
ル
ギ
ー
過
程

物質循
環

水循環

エネルギー・水・物質循環過程を
通して相互作用するシステム

時間スケール毎に異なる素過程・フィー
ドバックが機能しており、その解明とモ
デリングが重要である。

地球生命圏機構
(SELIS) 設立

環境学研究科 地球環境科学専攻
太陽地球環境研究所
地球水循環研究センター
年代測定総合研究センター

事業推進担当者 6名

協力教員 18名

COE研究員（PD) 3名

COE研究アシスタント（DC) 11名

STE研からの参加



グローバルCOE 「宇宙基礎原理の探求」（H20‐24年度）

理学研究科素粒子宇宙物理専攻＋太陽地球環境研究所

事業推進担当者 6名

協力教員 14名

特任スタッフ 1名

COE研究員（PD） 2名

COE研究アシスタ
ント（DC) 13名

STE研からの参加



啓蒙冊子の制作：日本語版、英語版

「50のなぜ」シリーズ 11冊

「なんだ！？」シリーズ 9冊

豊川市や陸別町など自治体との連携

一般向け講演会の開催、施設の一般公開

スーパーサイエンスハイスクール研修

社会貢献・地域社会との連携
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